
広域災害監視衛星ネットワークの開発・整備・運⽤
平成26年度概算要求額80億円、平成26〜30年度（５年国債）、限度額500億円

⽬的：複数機のリモートセンシング衛星を⼀体的に開発・整備・運⽤
することにより、安全保障能⼒及び防災・災害対策の強化等に資する。

・海洋監視等
の安全保障能
⼒の強化
・海洋監視等
での⽇⽶関係
の強化

・防災・災
害対策の強
化
・「ASEAN
防災ﾈｯﾄﾜｰｸ
構築構想」

・官⺠連携による
衛星開発・運⽤の
効率化
・衛星データ利
⽤・ソリューショ
ン産業の振興
・我が国宇宙シス
テムの海外展開に
よる宇宙産業基盤
の維持・向上

１．安全保障
２．防災・災害対策

３．宇宙産業の振興

※⼈⼯衛星画像と⾃
動船舶識別装置（Ａ
ＩＳ）を活⽤した海
洋監視

※2020年代に我が国衛
星画像産業の売上規模
1000億円及びｱｼﾞｱを中
⼼に毎年2機の海外受注
を⽬指す

※被災前後の映像の
⽐較から被災状況を
迅速に把握可能、防
災マップ作成や復興
作業にも活⽤可能



「平成26年度宇宙開発利⽤に関する戦略的予算配分⽅針」（平成25年6⽉4⽇）（抜
粋）
・本事業は、複数省庁が利⽤する実利⽤の衛星システムであるため、関係省庁と連携
し、内閣府が中⼼となって取り組む。
・海洋監視、防災利⽤等⼀定の前提を置いた場合、光学及びレーダ複数機で構成され
た最適なコンステレーション（注：衛星の編成体制）を整備する必要がある。具体的
なコンステレーションの整備に当たっては、現在開発中のASNARO1、2及びALOS-
2の有効活⽤も含め、実際のユーザニーズや費⽤対効果等を踏まえて検討する。
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